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（日本語参考訳） 

 

日伯戦略的経済パートナーシップ賢人会議は、日本とブラジルが共有する共通の課題に焦点を絞り

大所高所より議論を行い、結果を両国政府の首脳に対して提言を行うべく発足した両国経済界の有

識者による会議体である。この会議体は、両国間の戦略的経済パートナーシップに基づくより緊密

な経済関係を推進することを目的として、2007 年以降定期的に会合を開催してきた。 

 

本年は 4 月 10 日に第 11 回会合を、4 年ぶりの対面方式でリオデジャネイロにて開催した。激変す

る世界情勢や、日々加速化する脱炭素への取組、DX や AI の急進展という昨今の状況を踏まえ、「持

続可能な将来に向けた協力」との主題のもと、「脱炭素社会の実現 - バイオ燃料・水素の開発と活

用」、「アマゾン地域に於ける生態系保全と社会発展に対する積極的な貢献」、「グローバルサプライ

チェーンの再構築・多元化に於けるブラジルの新たな役割」との 3 つのテーマに関し、両国賢人会

議メンバーが活発に意見を交わし両国の連携の在り方につき議論した。 

 

1 つ目のテーマである「脱炭素 - バイオ燃料・水素の開発と活用」は、一昨年及び昨年の会合に於

いて議論した「環境・気候変動・カーボンニュートラルなどの分野における協力」の延長線上にある

テーマである。 

 

ブラジルは環境問題に関して世界をリードする国の一つである。ブラジルでは現時点で発電の 85％

が再生可能エネルギーにより賄われ、今後風力・太陽光発電の更なる拡大が大いに期待されるとと

もに、これら再生可能エネルギーを活用したグリーン水素・グリーンアンモニアの開発も急進展し

ている。 

 

本年 1 月にブラジルで発足したルイス・イナシオ・ルーラ・ダ・シルバ大統領率いる新政権は、地

球温暖化対応など環境政策を政権の最重要政策の一つと位置付けるとともに、2024 年には G20 をホ

ストし、2025 年には COP30 をアマゾン地域で開催することを望んでいる。 

 

更にブラジルには、過去 50 年にわたり自動車燃料として活用されてきたバイオエタノールの原料と

なるサトウキビの生産拡大や使途多様化のポテンシャルがある。バイオエタノールに加え、第二世

代バイオエタノール、バイオガス、持続可能な航空燃料（SAF）、水素といったバイオエタノールの誘

導品についても特段注目すべきである。それ故に、ブラジルは低炭素・脱炭素社会実現に向けた大

きな原動力として、カーボンニュートラル達成の加速化に寄与することが期待される。 

 

一方、日本は岸田首相の強力なリーダーシップのもと、官民挙げて 2050 年に向けた脱炭素社会の構

築を目指している。その日本は、投融資や技術供与を通じて、低炭素・脱炭素に関するブラジルのポ

テンシャルを最大限引き出すことに貢献可能である。CO2 等温暖化ガス回収貯蔵、脱炭素社会実現の

切り札とされるグリーン水素・アンモニア等再生可能エネルギーの生産・運搬・活用など、脱炭素社

会の実現に向けた有望な解決策が広範囲に亘り検討されている。 

 

日本とブラジルは、エネルギートランジションへの共通課題の解決に向け、お互いが補完し合える

より良い位置にある。両国は、新技術の活用を加速し、Win-Win のシナリオを保証する形での二国間

投資を促進するために、研究開発に適用される経済的・技術的資源をお互いの特異性を活かして共



有していくことが出来、またそうすべきである。 

 

日本は、上述のブラジル産品（グリーン水素・アンモニア・SAF・グリーンスチールなど）への競争

力あるアクセスを確保することにより、エネルギー供給の安全性を高めることが出来るであろう。

またグリーン水素の例に於いては、その生産と活用に対する投資が、ブラジルでの雇用と収入を創

出し、投資の流れそのものを反転させる可能性があることも、注目すべき重要な点である。 

 

今回の会合に於いては、脱炭素関連資源を多く有するブラジルとこれらを最大有効活用する技術を

持つ日本の両国産業界が、双方の政府の支援も得ながらお互いの強みを総合することで地球規模で

の低炭素・脱炭素の加速化に貢献することが可能であると再確認されるとともに、その具体的取組

みの可能性・施策について、各メンバーより次の指摘・提案がなされた。 

 

 

 経済成長、安定的社会生活とのバランスも考慮した長期的視点からの取組の必要性。過渡期に

於いて様々な産業にて複数の選択肢を持つことの重要性。 

 サトウキビ搾り粕など、農作物・植物残渣を原料としたバイオマスの一層の有効活用（天然ガ

ス混焼や窒素系肥料生産など） 

 プレサル層より産出される随伴ガスの活用可能性の模索。陸上輸送インフラ整備。日本の技術

を活用したブルー水素・アンモニアの生産検討等。 

 短期的に開発可能な協力機会の提示を通じた持続可能且つ低炭素な鉱業と製鋼業に関連する協

力イニシアティブの促進 

 風力・太陽光発電の更なる促進とその活用によるグリーン水素・アンモニアの生産開発。生産、

輸送、貯蔵、利用（発電、燃料、肥料等）における日本・ブラジルの技術の活用。日本・ブラジ

ル企業共同投資等。水素の一大輸入国となる日本に対し、水素の一大生産国となるブラジルが、

オーストラリアに代わり重要な位置づけとなる可能性あり。 

 グリーン水素・アンモニアを活用した発電、燃料電池自動車(FCV)等の推進に関する共同研究 

 グリーン水素を活用した水素還元鉄生産の日伯共同での開発研究。製鉄・製鋼業に於ける脱炭

素に向けた水素の大規模生産の必要性。 

 サトウキビ由来バイオエタノールを原料とする SAF 製造の商業化 

 ブラジルでのサトウキビ由来バイオエタノール製造技術、及びフレックス HEV 技術などブラジ

ルで確立されたエコシステムを日伯共同で第三国へ移出・活用（例：インド、タイなどサトウキ

ビ生産国での活用） 

 脱炭素・生態系保全に関するプロジェクト・事業への制度金融面での支援 

 脱炭素に向けた取組に於ける AI・DX の最大限の活用 

 環境法規を遵守しつつ産業投資を誘致する為にブラジルから提示される条件・利点に加え、ク

リーンで安全、安価、豊富なエネルギー生産の消費地に近い国への分散化、パワーショアリン

グを促進すること 

 日伯相互の利益に適うプロジェクトへの共同投資を可能とする BNDES を通じた日本からの資金

供与 

 

2 つ目のテーマである「アマゾン地域に於ける生態系保全と社会発展に対する積極的な貢献」は、か

つては二酸化炭素の正味吸収源であり、大気中に大量の酸素をを供給した広大な熱帯雨林を擁する

アマゾン地域に於ける多様な生態系の保全と経済発展について議論するものである。近年気候変動

と森林破壊により、アマゾンでは二酸化炭素の排出が吸収を上回り、同地域が二酸化炭素の主要な



発生源となる転換点や生態系の崩壊の可能性が近づいているという科学的証拠も示されている。多

種多様な生態系の保全と地域社会の発展を如何にバランスよく進めていくことが出来るか、その為

に日伯両国の民間セクターにて連携・協力し得ることがあるのかが問われている。ESG 経営に取り組

むことが企業価値の向上につながることから、民間セクターによる同地域への貢献も期待される中、

アマゾン基金やその他の資金枠組みへの参加・活用、森林保全に関する技術供与といった国レベル

での公的な支援に加え、民間セクターとして如何なる連携・協力が可能かにつき、各メンバーより

次の指摘・提案がなされた。 

 

 ESG アジェンダへの重要な要素としてアマゾンの保全と持続可能な開発を支援するための日本

企業による直接的関与 

 Joint Credit Mechanism などカーボンクレジットに関する二国間協定の促進と、同制度を活用

した民間セクターによる環境保全活動・事業への参画 

 地域自治体と連携した民間主導の取組によるアマゾンの持続可能なバイオエコノミーの推進 

 アマゾン地域産品の医薬・コスメティクス・食品分野での活用と生産効率の向上 

 アマゾン地域での水利・農業事業に関する学術機関も巻き込んだ協業の可能性。ブラジル国立

経済社会開発銀行（BNDES）が運営し、ノルウェーやドイツが寄付を行っているアマゾン基金に

よるアマゾン地域での森林保全・監視活動に対する寄付・貢献。気候のバランスに対する森林

の役割を重視した米国や日本の同基金への貢献可能性。 

 JICA により既に実施しているプログラムの更なる拡大 

 フロレスタヴィヴァやブレンドファイナンスなどのアマゾン基金に加え、ブラジルの生物群系

に於ける在来種回復と森林農法に関するプロジェクトの実施を目的としたイニシアティブ、多

様で革新的なプロジェクトでのパートナーシップの強化。地域住民の代替収入源を保証する解

決策の適用を目的とした金融機関と国際機関・多国籍機関による「グリーン連合プロジェクト」

の実現可能性。 

 現在、アマゾン州立大学基金（FUESA）、アマゾン州立大学（UEA）、サンパウロ技術研究上（IPT-

SP）によるコンソーシアムが主導する再組成のプロセスにあり、将来ブラジルへの新規投資の

媒介となり得るアマゾンバイオテクノロジーセンター（CBA）と、日本とのパートナーシップの

可能性 

 

最後の「グローバルサプライチェーンの再構築・多元化に於けるブラジルの新たな役割」とのテー

マは、ブラジル含むメルコスール市場はもとより、日本及び欧米などを仕向先と想定したブラジル

の各種工業製品のサプライソース・輸出基地としての可能性、その為のブラジルによる必要諸施策

の構築、日本による投資・技術供与の可能性につき議論するものである。ロシア・ウクライナ問題や

米中対立を機に、西側諸国では既存のサプライチェーンを見直し、世界分断に耐えうる様強靭化・

多元化の必要性が強く認識されている。一方、ルーラ新政権は経済成長施策の一つとしてブラジル

の再工業化を重要政策の一つと位置付けている。米国や欧州に対する工業製品のサプライソースの

一つとしてブラジルがより競争力があり付加価値の高い製品を提供できるようにするには何が必要

か、その為に日本はじめ諸外国企業が何を求め、何が出来るかにつき、各メンバーより次の指摘・提

案がなされた。 

 

 国内や同盟国・友好国内でのサプライチェーンの簡潔、所謂リショアリング・フレンドショア

リングに注目した日伯連携による市場開拓の幅広い検討 

 ブラジルの輸出拡大に対するファイナンスや、再工業化に向けた外資誘致に向けたブラジルで

の事業環境の改善必要性。所謂ブラジルコストの低減 



 日本メルコスール EPA の早期締結、税制改革などブラジル国内制度の大幅な見直し、ロジステ

ィクス・インフラストラクチャ―の整備 

 APEP（経済繁栄のための米州パートナーシップ）への参画とこれを通した米州地域全体での産

業競争力向上・サプライチェーン強靭化の取組の重要性 

 日本企業に確立された生産方式や AI、ロボットの活用によるブラジル中小企業の生産性向上に

関する取組可能性 

 日伯両国で事業を展開するブラジル企業と日本企業間の経済・ビジネス関係の強化と、日本の

ブラジルに対する直接投資、ブラジルの日本に対する直接投資の双方を拡大する必要性 

 ブラジルからの輸出拡大や日本向食料の供給源多様化に資する強固な食料サプライチェーン構

築の必要性 

 ブラジル政府は 2023 年 10 月 1 日からビジネス・観光目的でブラジルを短期間訪問する日本人

に対する査証免除措置を停止する予定。この停止措置は、両国の民間セクター間のコミュニケ

ーションやビジネスの発展に悪影響を及ぼす虞あり。日本政府に対してはブラジル国民に対す

る査証免除の適用を、ブラジル政府に対しては引続き日本国民に対する査証免除の適用継続を

強く求める。 

 

賢人会議の在り方として、より多くの論点やトピックに関し議論を行うべく、年間通してより頻繁

に意見交換を行うことが望まれる。経営幹部のみならず、実務レベルによる意見交換が行われるべ

きである。賢人会議で議論されたことのその後の進展をフォローアップするために、日伯それぞれ

の側から担当 1名ずつ指名し、3ヶ月に一度コミュニケーションを行うことを検討する。両国政府に

は、日本メルコスール EPA 締結をはじめとし、これら産業界の取組実行の円滑化に資するビジネス

環境の整備と両国間交易の強化への支援を要請する。 

日伯双方のメンバーは、この第 11回会合で議論されたことが、エネルギートランジション戦略の実

行と、アマゾン地域の持続可能性の推進、グローバルサプライチェーンの強化に大いに貢献するこ

とを確認する。 

 

 

（署名）    （署名） 

日本側座長    ブラジル側座長 

三村明夫    エドゥアルド・エウジェニオ・ゴウヴェア・ヴィエイラ 












